	経済情勢トピックス《円安の大阪産業への影響》


	24年末からの円安の進行の直接的なメリットは主に輸出を行う企業における為替差益としてみられ、多くの企業では短期的には仕入原材料費の上昇によるデメリットとして認識された。

26年秋からの更なる円安の進行の下で、実質輸出に増加の兆しがみられるとともに、原油価格の低下による交易条件の改善と相まって、円安のメリットが実感されるようになることが期待される。


　平成24年に１米ドル80円程度で推移していた為替レートは、24年末から急激に円安が進行した。その後、100円前後で落ち着いていたが、26年秋から再び円安が加速し、12月末には120円近くになった。こうした円安による大阪・近畿経済への影響をみていく。
1. 近畿の実質輸出は一進一退
24年末からの2度の急激な円安は、近畿の輸出額を大幅に増加させた。これは、輸出が主に米ドル建であり（平成26年下半期で米ドルが53.3％）、円換算によって膨らんだことによるものである。
図１　近畿の輸出の推移
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（出所）大阪税関「貿易統計」、日本銀行大阪支店「実質輸出入」より作成。
（注）輸出額指数、実質輸出指数ともに、平成22暦年平均を100として指数化したもの。なお、実質輸出指数は、各品目の輸出金額を原則として輸出物価指数で除したものを合計した後、季節調整を施している（平成22年基準）。
一方、実質輸出は、24年末からの円安局面では、ほとんど増加せず一進一退で推移してきた（図１）。円安が財の輸出数量に目立った増加をもたらさなかった理由としては、新興国等の需要減速、海外生産の拡大や比較優位の変化を含む輸出構造の変化の影響が指摘されている（内閣府『平成26年版　経済財政白書』p.191）。

このため、円安は輸出企業に為替差益をもたらすが、数量ベースで増えないため、国内生産が拡大せず、輸出企業の仕入・外注にもメリットが乏しかった。その結果、円安の効果が内需型企業まで行き渡りにくくなった。

２．円安をデメリットと感じる企業が多い
　円安の直接的なメリットが及ぶ企業は限定的であるが、デメリットと感じる企業は幅広い。各調査機関による調査結果によると、メリットが上回る企業は、１～２割にすぎず、デメリットが上回る企業が５～６割に達する（表１）。デメリットの具体的な内容は、輸入品や国内調達品の価格上昇である。これまでのところ、円安によるメリットは、主に直接輸出を行っている企業における為替差益、外国人観光客の増加による売上増加として限定的に現れた
）。

その一方で、輸入品価格の上昇は直接的のみならず間接的にも広範な企業にデメリットを与えている。また、円安による原燃料費の上昇を販売価格への転嫁の困難などによる、いわゆる「円安関連倒産」は、増加傾向が続いており、大阪府でも倒産企業が出ている（表２）。
３．円安による長期的なメリット
　円安は、多くの企業でデメリットが上回り、一部の企業では深刻な影響をもたらしているとされる。それにもかかわらず、大阪シティ信用金庫の調査によると、円安基調を歓迎する企業が62.6％と、歓迎しない企業37.4％を大きく上回っているのは何故だろうか。
　一つには、経済低迷の要因と考えられる産業空洞化の抑制に効果があると考えられているからである。同調査では、産業空洞化の抑制効果を「大いに期待できる」という回答は3.7％と少ないものの、「ある程度期待できる」との回答は58.4％に達する。海外市場を求めた海外現地生産と
表１　円安に関する調査一覧
	調査機関
	調査時期、回答企業数
	主な内容

	大阪商工会議所
	26年9/16～24
会員企業（製造業）：
242社
	●1ドル110円程度の為替水準の経営への影響は、「プラス」7.4％、「マイナス」54.5％、「ほぼバランス」14.5％、「影響はほとんどない」23.1％
●国内生産比率のアップや国内での設備投資の拡大を「検討する」12.0％、「検討しない」31.0％、「為替水準はほとんど影響を及ぼさない」43.4％

	大阪シティ信用金庫
	26年10月上旬
取引先企業：1,407社
	●円安基調への評価は、「基本的に歓迎」62.6％、「基本的に歓迎しない」35.3％
●円安の自社への影響は、「プラス」18.0％、「マイナス」48.2％、「影響なし」33.8％

	大阪産業経済リサーチセンター
	26年12月上旬
大阪府内：1,530社
	●総合的な円安の影響は、「メリットが上回る」8.2％、「デメリットが上回る」44.4％、「為替と無関係／わからない」47.4％

●デメリットの内容は、「輸入品の仕入価格上昇」59.5％、「国内での調達価格上昇」52.1％

	帝国データバンク大阪支社
	26年12/15～27年1/5
全国：10,583社、
近畿：1,762社
	●円安進行が業績に与える影響は、「メリットの方が大きい」大阪府7.6％、近畿8.2％、全国7.2％、「デメリットの方が大きい」大阪府51.8％、近畿49.9％、全国46.2％


（出所）各機関の公表資料より作成。
表２　円安関連倒産の件数

	順位
	都道府県別
	件数
	構成比（％）

	１
	東京都
	99　
	19.4　

	２
	大阪府
	45　
	8.8　

	３
	愛知県
	39　
	7.7　

	４
	北海道
	39　
	7.7　

	５
	兵庫県
	22　
	　4.3　

	
	全国
	509　
	100.0　


（出所）帝国データバンク「第4回『円高関連倒産』の動向調査」平成27年2月5日

（注）平成25年1月～27年1月の累計で集計。

いう基調には変化がなくとも、円高による行き過ぎた生産拠点の海外移転には一定の抑制効果が働くとみられている。大阪商工会議所の調査でも、一定の企業では産業空洞化への歯止めとなることが示されており、「中国から逆輸入している小型冷蔵庫の一部を大型冷蔵庫を生産する八尾工場に移管する（毎日新聞、平成27年1月11日）」など、既存の生産体制の中で、国内生産の割合を増やす動きが出始めているとされる。

また、円安によるメリットを受けた企業が、賃金引上げや配当の増加などが生じれば、それによる個人消費の増加などにより、間接的なメリットも中長期的には生じる。　大和総研の経済分析レポート「円安の波及効果と企業収益に与える影響」（平成26年12月29日）によると、24年12月以降26年4～6月期までの円安は、全規模全産業で3.6兆円程度経常利益を押し上げ、輸出入の増減による直接効果がマイナスである中小製造業や非製造業に関しても、波及効果によるプラスの影響が直接効果によるマイナスを上回っているとしている（p.5）。ただし、円安効果の本格的な波及には、個人消費では円安発生から３四半期、ＧＤＰ全体では円安から５四半期経過した時に押し上げ効果が最大になるとされ、タイムラグを伴う（p.6）。

４．おわりに

このようにみていくと、24年末からの円安の影響は、25年後半から26年には生じたことになるが、消費税率引上げとその反動減及び実質賃金の低下、原材料高による交易条件の悪化などにより、その効果が実感されることはなかったとも考えられる。

26年秋からの円安局面では、こうしたかく乱要因はなく、原油価格下落による交易条件の改善とあいまって、輸出入関連企業の収益改善が、設備投資、賃上げや配当の増加につながり、それが個人消費の回復、景況改善につながるという好循環が期待される。また、アメリカ経済の好調さを背景に、26年10月以降、実質輸出にも増加の兆しがみられ（前掲図１）、中国や欧州の経済動向を含め今後の海外経済動向を注視していく必要がある。
（町田　光弘）
� 大阪府内企業で24年度に海外での売上実績があった企業は17.9％、海外からの調達・仕入実績があった企業は23.6％であった（大阪産業経済リサーチセンター「大阪府景気観測調査」平成25年4～6月期）。
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